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図 10 テキストマイニングとの連携 
 

4.4 アドオン開発基盤の今後の拡張 

 アドオン開発基盤として AppSQUARE のマスタ管理

を共有する場合，他システムからは Web API を利用して

取得を行うこととなる。そのため，他システムのトラン

ザクションデータと組み合わせてマスタデータを使う場

合，マスタデータ，トランザクションデータをそれぞれ

別々に取得してから結合しなければいけない。性能要件

が厳しい場合，それぞれで取得する処理がボトルネック

になりかねない。今後，より厳しい性能要件にも対応で

きるように，テーブル結合など連携に特化した処理の高

速化に取り組む予定である。 
 
5. おわりに 

AppSQUARE は，2016 年 4 月のリリース以降，ビジ

ネスは拡大基調にあり，より一層多くのお客様に有効な

ソリューションを提供していきたいと考えている。 
そのためには，得意な業務領域を保有するビジネスパ

ートナーのノウハウ，製品の強みと連携したソリューシ

ョンの展開が不可欠であると考える。 
今後 AppSQUARE は，お客様だけではなくビジネス

パートナーにとっても魅力的な構築基盤となり，一緒に

長所を活かしたビジネスの拡大をめざしていく所存であ

る。 
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マネージドモデル・セルフサービス BI の開発

と新市場への展開 
Business Development and Market Penetration Strategy of “Managed Model Self-Service BI” 

 
 近年の Business Intelligence(BI)市場では，市場ニーズの変化からセルフサ

ービス BI が急速に拡大している。セルフサービス BI は従来型のエンタープラ

イズ BI に比べ情報提供の迅速性・柔軟性に優れているが，情報の一元管理・

正確性の面では課題がある。当社は両者の中間に企業ニーズがあるととらえ「マ

ネージドモデル・セルフサービス BI」という概念を提唱し，ソリューション化

した。本稿で紹介する導入事例では 25%の工期短縮を実現した上で，両者の利

点を活かした BI システムの構築に成功した。本稿では「マネージドモデル・

セルフサービス BI」の開発にいたる背景，ソリューションの特長，具体的な導

入事例と今後のビジネス展開について述べる。 
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1. はじめに 
 (株)日立ソリューションズ東日本(HSE)は1998年度よ

りBusiness Intelligence(BI)・Business Analytics(BA)
ビジネス1)に参入し，以来，130社以上に対して各種BI
ソリューションを提供してきた。 
 BI 市場は当初は一部の部門向けの Online Analytical 
Processing(OLAP)機能の提供からスタートし，利用範囲

の拡大とともに，その提供範囲が部門から全社すなわち

エンタープライズの領域に拡張されるようになった。

HSE はこうした市場変化に対応し，多くの企業向けに大

規模なエンタープライズ BI2)ソリューションを提供して

きたが，近年，ユーザー部門(Line of Business (LOB))
が主導して自ら分析を行うセルフサービス BI3)が注目さ

れ始めている。 
 こうした市場変化の中，HSEはこれまでエンタープラ

イズBI領域で培った知見を活かし，セルフサービスBI
の領域に対する付加価値の高いソリューションとして

「マネージドモデル・セルフサービスBI」を提唱し，ソ

リューション化した。 
 

 

 

 

2. 従来の BI システムの課題 
2.1 変化するBI活用の現状とエンタープライズBIの限界 

 BI は 1989 年に Howard Dresner 氏が提唱した概念 4)

であり，現在では企業が市場での競争優位性を獲得する

ために膨大なビジネスデータを収集・活用する情報分析

基盤として広く認識されている。 
 2000年頃のBI黎明期では，部門ユーザーが個別に

OLAP分析などを行うニーズが主流であったが，しだい

に部門横断的あるいは全社でのビジネスデータ活用のニ

ーズが高まり，「エンタープライズBI」の提供モデルが

成熟してきた。エンタープライズBIは，メタデータと呼

ばれるリポジトリでデータモデルを含むシステムリソー

スを一元管理するアーキテクチャーで， システム全体を

システム部門が管理し，LOBに対して分析環境を提供す

る モ デ ル で あ る 。 そ の 際 ， Enterprise Resource 
Planning(ERP)システムなどの企業データを，Extract 
Transform Load Process(ETL)で加工・変換し，Data 
Warehouse(DW)に格納したデータをデータ・ソースと

して利用する。図1に「エンタープライズBI」のイメー

ジを示す。 
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図1 エンタープライズBIのイメージ 

 

 このモデルの利点は，一般にデータガバナンスと呼ば

れる手法で一元管理された信頼性の高いデータを効率的

に提供できる点や，LOB に対し定型化されたレポーティ

ング機能を提供することで，個人の分析リテラシーによ

らず，全社的に情報提供が可能な点にある。 
 その反面，データの統合・整備に構築期間を要するた

め，運用開始までに十分なリードタイムが必要となる。 
 また，新しい分析ニーズに対応するためのデータモデ

ルの変更，Key Performance Indicator(KPI) 5)の追加や

新規ダッシュボードやレポート機能を追加する場合は，

システム部門への依頼が必要となる場合が多く，時間的，

費用的なコストがかかる点が課題として認識されている。 
 加えて，近年は IoT の普及に伴うデータ量の飛躍的な

増加，クラウドサービスの活用や SNS，オープンデータ

などの社外データの利活用が一般的になりつつある背景

から，BI システムには急速に変化する分析ニーズに柔軟

に対応することが強く求められている。 
 

2.2 セルフサービスBIの課題 

 前述した近年の市場の変化を背景に，多くの企業では

従来のシステム部門主導ではなく LOB が主導してデー

タ分析を行うニーズが強まり，これをサポートする，デ

ータディスカバリーツールを用いた「セルフサービス BI」
が急速に拡大した。 
 図 2 に「セルフサービス BI」のイメージを示す。セル

フサービス BI は個人でデータプレパレーション(企業内

のデータ分析を目的として，データの確認・抽出と簡単

な加工を行う作業)したデータセットに対し，視覚的かつ

直感的に操作可能なインターフェースを備えたデータデ

ィスカバリーツールを用いて，LOB が主導でデータ分析

を行うモデルである。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

図2 セルフサービスBIのイメージ 

 
 このモデルの利点は，個人がデータセットの作成から

レポーティングにわたり自由に操作できるため，ビジネ

ス変化に対して柔軟に対応できる点にある。 
 一方で，一般的なセルフサービス BI はクライアント

サイドにファイルベースで管理されるケースが多く，全

社レベルでの一元管理・情報共有が難しい点が課題とし

て認識されている。 
 また，個人の分析リテラシーやデータプレパレーショ

ンの手法によって得られる結果・価値が異なってしまう

可能性がある。これらは BI 黎明期で発生した「サイロ

化」，すなわち情報の散在による信頼性の欠如が再び生じ

てしまっていると考えられる。 
 これまでに述べたエンタープライズ BI とセルフサー

ビス BI の課題を表 1 に整理した。 
 

表 1 エンタープライズ BI とセルフサービス BI の課題 

 
3. マネージドモデル・セルフサービス BI の狙い 
 これまで述べてきたように，エンタープライズ BI，セ

ルフサービス BI はともに，それぞれの時代のニーズに

合わせて提供されており，個別のケースでは最適化され

ている一方で，必ずしも全体では最適なソリューション

が提供されていないのではないかと考えている。 
 HSE ではこうした考え方のもと，企業のニーズは従来

型のエンタープライズ BIとセルフサービス BIの中間に

あるととらえ，「情報の正確性・一元管理」と「情報提供

課題  
エンタープライズ BI 

I.1 導入期間 運用開始までのリードタイムが長い 
I.2 変更コスト 機能追加/変更のコストが高い 

セルフサービス BI 
I.3 一元管理 情報の一元管理が難しい(サイロ化) 

I.4 リテラシー 分析結果が個人のリテラシーに依存 
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3. マネージドモデル・セルフサービス BI の狙い 
 これまで述べてきたように，エンタープライズ BI，セ

ルフサービス BI はともに，それぞれの時代のニーズに

合わせて提供されており，個別のケースでは最適化され

ている一方で，必ずしも全体では最適なソリューション

が提供されていないのではないかと考えている。 
 HSE ではこうした考え方のもと，企業のニーズは従来

型のエンタープライズ BIとセルフサービス BIの中間に

あるととらえ，「情報の正確性・一元管理」と「情報提供
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の迅速性・柔軟性」を同時に実現するソリューションと

して，「マネージドモデル・セルフサービス BI」という

概念を提唱し，ソリューション化した。 
 HSE がこれまで手がけてきた多数の BI ソリューショ

ン導入経験から，多くの企業では，実際に求められる

KPIはある一定のパターンが存在することがわかってい

る。そのため，企業毎に異なるデータモデルや可視化の

ニーズをフレームワークとしてとらえると，定型化し自

動化できる部分がある。例えば小売業であれば，「販売組

織」「商品」「期間」といった分析軸のもと，「販売金額・

数量」「原価」「利益」「在庫」といった KPI で分析する

ことが多い。 
 HSE が提供するマネージドモデル・セルフサービス

BI ではこの考えをもとに，BI システムを「DB 層」

「Application(AP)層」「User Interface(UI)層」の 3 層か

らなるフレームワークとして構成し，標準化することで，

「情報の正確性・一元管理」と「情報提供の迅速性・柔

軟性」を実現し，前述の課題 I.1 から課題 I.4 までを同時

に解決する。図 3 にマネージドモデル・セルフサービス

BI の概要を示す。 
 (1) DB 層 
 DB 層では，時間軸や地域軸などのディメンションの

階層構造を定義する「ディメンションマップ」と，分析

対象となる数値項目の集計方法を定義する「ファクト定

義表」を決定する。本ソリューションでは，両者を合わ

せて「分析モデル」と呼ぶ。 
 HSE では，これまでの BI 構築経験から，業種毎の「分

析モデル」をテンプレートとして準備しており，DW か

ら必要な項目をマッピングすることで，「分析モデル」を

効率よく設計することが可能である。これにより，運用

開始までのリードタイムを短縮し，I.1 導入期間の課題を

解決できる。 
 (2) AP 層 
 AP 層では，DB 層と UI 層を橋渡しするための仕組み

を提供する。この層は，BI システムでは一般にメタデー

タと呼ばれ，DB 層の情報を，LOB が理解できる情報に

構成する層である。 
 本ソリューションでは，DB 層で定義した「ディメン

ションマップ」と「ファクト定義表」をもとに，この AP
層を半自動的に生成する「メタデータ変換モジュール」

を備えている。これにより，従来のエンタープライズ BI
で必要だったシステム構築コストを大幅に削減すること

が可能になると同時に，LOB が共有できる基盤となるた

め，情報のサイロ化を防ぐことも可能になる。これによ

り，I.1 導入期間と I.3 一元管理の課題を解決できる。 
 (3) UI 層 
 UI 層では，DB 層，UI 層により一元管理された情報

に対して，LOB が自由に分析可能な Web インターフェ

ースを提供する。HSE では，これまでの BI 構築経験か

ら，業種毎の「分析テンプレート画面」を開発し，本ソ

リューションで提供している。 
 分析テンプレート画面は業種毎の分析ニーズに合わせ，

分析軸，KPI，抽出条件を事前に定義したものであり，

個人の分析リテラシーに依存することなく，正確な結果

を得ることが可能となる。これにより I.4 リテラシーの

課題を解決できる。 
 また，分析テンプレート画面はドラッグ＆ドロップ操

作で分析軸，KPI，抽出条件を容易に変更することが可

能である。これにより，LOB はシステム部門を経由する

ことなく新しい分析ニーズに柔軟に対応することができ，

I.2 変更コストの課題を解決できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 マネージドモデル・セルフサービス BI の概要 

 
 
 
4. 導入事例 
 ここでは卸売り・小売業でのマネージドモデル・セル

フサービス BI 導入事例を紹介する。 
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(1) 要件定義 
 マネージドモデル・セルフサービス BI を使用した要

件定義フェーズでは，まず UI 層で提供する標準的な分

析テンプレート画面を公開することで部門ユーザーに具

体的な分析イメージをつかんでもらうことを重視した。

また，DB 層で提供する標準的な分析モデル(ディメンシ

ョンマップ，ファクト定義表)をベースにヒアリングを進

めることで，要件の過不足を効率的に整理した。図 4 に

分析モデルの一部を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 ディメンションマップとファクト定義表（一部） 

 
(2) 分析モデルの設計，実装 

 分析モデルの設計，実装フェーズでは，図 5 に示すよ

うに，要件定義フェーズでの成果物であるディメンショ

ンマップとファクト定義表にもとづき，分析モデル詳細

定義書を作成した。次に，AP 層で提供するメタデータ

変換モジュールを使用し，作成した分析モデル詳細定義

書から BI 製品で使用するメタデータを自動生成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 5 分析モデルの設計・実装の流れ 

(3) バッチプログラムの設計，実装 
 バッチプログラムの設計，実装フェーズでは，図 6 に

示すように，分析データの源泉であるトランザクション

データを入力とし，ファクトテーブルにデータを登録す

るバッチプログラムの設計・実装を行った。このバッチ

プログラムには個社特有の業務ロジックが含まれている

ため，業務に精通した有識者を加えて実施した。 
 
 
 
 
 
 

図 6 バッチプログラムの設計・実装の流れ 

 
 (4) モジュール統合，テスト 
 モジュール統合，テストフェーズでは，分析モデル，

ファクトテーブルを含むメタデータ定義と，バッチプロ

グラムを稼働環境へ配置した。また，ジョブスケジュー

ラの設定やシステム監視など，システム運用監視の仕組

みを設定した。 
 テストフェーズでは，基幹システム側での請求伝票，

購買伝票と数値が一致することを確認し，一元管理され

た情報の正確性を担保した。 
 

5. マネージドモデル・セルフサービス BI の評価 
 前述の導入事例では，約 4.5 ヶ月の実装期間でマネー

ジドモデル・セルフサービス BI を導入できた。これは，

同規模のシステムに対する従来のウォータフォールモデ

ルでの導入実績(約 6 ヶ月)と比較すると，およそ 25%の

工期短縮を実現している(図 7)。このように，マネージド

モデル・セルフサービス BI によって I.1 導入期間の課題

が解決できている。 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

図 7 従来の開発実績と比較した工期の短縮 
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 マネージドモデル・セルフサービス BI の UI 層で提

供する分析テンプレート画面は，シンプルな操作性で集

計表の形や抽出条件を変更することができる。これは I.4
リテラシーの課題が解決されているといえる。 
 BI システムの稼働後，LOB は，システム部門へ依頼

することなく，自身の担当する商品や店舗に合わせて，

自由なレイアウトで分析画面を作成，運用することがで

き，I.2 変更コストの課題が解決されている。 
図 8 に LOB による実際の活用事例を示す。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 マネージドモデル・セルフサービス BI 活用事例 

 
 この事例では，LOB で検討している新たな商品分類と

その販売目標データ(ローカルファイル)を BI システム

へアップロードし，LOB 側で作成した自由分析レポート

と組み合わせることで，新たな商品分類でのデータ分析

を行っている。このとき，全社で一元管理された販売実

績データを得ながら，アップロードした商品分類と販売

目標データを使い，両者を統合した分析を BI システム

上で行うことができる。 
 従来，この利用ケースでは，LOB が求めるデータが定

型レポートで準備されていないため，システム部門へ販

売実績データの抽出を依頼する必要があった。また，商

品分類や販売目標などのデータはローカルにしか存在し

ないため，LOB 自身がこれらのデータを統合，整形する

二次加工が必要だった。こうした利用ケースで，マネー

ジドモデル・セルフサービス BI では，全社で一元管理

されたデータ(販売実績データ)とローカルファイル(商品

分類，販売目標データ)を LOB 自身で組み合わせながら，

共通分析基盤で柔軟に分析を行うことができる。I.3 一元

管理の課題を解消し，かつエンタープライズ BI とセル

フサービス BI の双方の利点を十分に活かしている。 
 

6. 今後の事業展開 
6.1 国内BI市場の動向 

 IDC Japan（株）の調査によると， 国内／BI 分析ツ

ール市場は 2015 年から 2020 年にかけて CAGR 7.7％
と見込まれており，その市場規模は 2020 年には 1,000
億 7,500 万円に達すると予測されている 6)。セグメント

別の出荷額予測では，「エンドユーザークエリー／レポー

ティング／アナリシス」の分野が 2020 年には 664 億

5,200 万円(CAGR 7.6%)に達すると予測され，セルフサ

ービス BI に対する企業の関心は今後も高い水準で維持

することを示唆している。 
 

6.2 ターゲット市場 

 マネージドモデル・セルフサービスBIは，基本的にあ

らゆる業務に適用が可能であるが，「販売」「物流」「生産」

「財務」など，分析に必要なデータ量が豊富であり，ま

た分析結果によってオペレーションの改善余地が大きい

業務領域に適していると考えている。その中でも，特に

「販売」領域では，売上高や利益率など，より直接的な

ビジネス価値につながる分析が可能であるため，本ソリ

ューションによる業務改善効果が高いと考えており，主

たるターゲット市場と位置づけている。  
 

6.3 今後の機能エンハンス 

 本ソリューションでは，BI システムを 3 つの層からな

るフレームワークで標準化することで，個別設計を大幅

に簡略化することができ，コスト削減と導入までの期間

短縮を実現した。今後は特に DB 層で提供する分析モデ

ルと UI 層で提供する分析テンプレート画面を整備し，

「物流」「生産」「財務」といった領域に対してもその価

値を提供できるよう，機能拡充を図る計画である。 
 同時に，ソリューションのクラウドサービス化につい

ても検討を進めている。近年，ERP などの基幹システム

や，データ分析の基盤となるデータベースをパブリック

クラウド上に持つ企業も増えている。こうした背景をも

とに，マネージドモデル・セルフサービス BI ソリュー
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ションも，より利用者にとって利用しやすいサービス形

態としてクラウドサービスとして提供することも計画し

ている。  
 
7. おわりに 
 HSE ではこれまで 20 年以上にわたり，約 130 社に対

してエンタープライズ BI ソリューションを展開してき

た。それらの実績の中で蓄積した BI メタデータマネジ

メントに関するノウハウを活用し，真に企業が求めるニ

ーズを具体化した「マネージドモデル・セルフサービス

BI」を提供している。今後さらに成長が見込まれる国内

BI 分析ツール市場で，「マネージドモデル・セルフサー

ビス BI」はエンタープライズ BI とセルフサービス BI
の長所を取り入れたソリューションであり，他の BI ソ

リューションと差別化できると考える。今後もさらなる

機能拡充・クラウドサービス展開を図り，事業の拡大を

めざしていく所存である。 
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